
（公印省略）

　船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律施行規則の一部を改正する省
令（令和７年厚生労働省・国土交通省・環境省令第１号）を別添のとおり令和
７年３月10日に公布したので、ご了知頂きますようお願いいたします。
　また、関係各位への周知方お取り計らい頂きますようお願いいたします。
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船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律施行規則の一部を改正する省令
について（周知）
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船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律施行規則の一部を 

改正する省令案 

１．背景 

 令和６年５月に成立した情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の

利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るためのデジタル社会形成

基本法等の一部を改正する法律（令和６年法律第 46 号）により、行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27

号。以下「法」という。）が改正されることに伴い、法を引用している船舶の再資

源化解体の適正な実施に関する法律施行規則（平成 31 年厚生労働省・国土交通省・

環境省令第１号。以下「規則」という。）について、所要の改正を行う必要がある。 

２．概要 

 規則第２条第４項第５号中「第２条第 15 項」を「第２条第 16 項」に改める。 

３．今後のスケジュール（予定） 

 公 布：令和７年３月中旬 

施 行：令和７年４月１日（火） 
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